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厚生労働分野 

民主党マニフェストの取り組み状況 
 
 3月2日、厚生労働省は厚生労働分野における民主党マニフェストの取り組み状況をまとめました。 
項目は全体で 40項目あり、9割以上がなんらかの形で実施されています。 
 
 

【マニフェストの取り組み状況と主な内容】 
 

計 未着手 検討中 一部実施 ほぼ実施 実施済 
40 0（0％） 3（8％） 21（53％） 2（5％） 14（35％） 
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社会保障費 
社会保障費 2200億円の削減方針を撤回。2011年度予算案は 2010年度に比べ 1.4兆円増加し、必要なサー
ビスを確保。 

年金記録問題 
・5000万件あった未統合記録は統合・解明が進み、解明が進んでいない記録は 1000万件を切る。 
・2011年 2月 28日から、自分の年金記録を確認できる「ねんきんネット」の運用を開始。 

http://www.nenkin.go.jp/n_net/index.html 
 

子ども・子育て 
子ども手当と現物サービスの両面から施策を拡充 
・子ども手当…2011 年度から 3歳未満は 7000 円上積みして 20000 円に。 

・現物サービス…保育所定員増（毎年度 5万人増）・公立小中学校の耐震化は約 81％に。 

2011 年度末までに子宮頸がん等のワクチンを全額公費で接種可能に。 

医    療 
・後期高齢者医療制度を廃止し、新たな制度創出のための法案を 2011 年通常国会に提出することを目指す。

・診療報酬をプラス改定し、救急・産科・小児科や病院勤務医の負担軽減を重点的に評価。 

・医師不足解消のため、医学部の定員を増やすとともに、2011 年度から医療従事者の確保・あっせんを

 開始。 

雇   用 
・2010 年度、最低賃金を過去最高の 17 円分引き上げ。 

・雇用調整助成金の要件を緩和。 

・2011 年通常国会に求職者が無料で職業訓練を受講しながら生活費を受け取れる「求職者支援制度」を創

設する法案を提出。 

・新卒者応援ハローワークの設置（56ヵ所）


